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　標記のことについては、平成 19 年１１月発刊の共済ニュース「すこやか」（Ｎｏ．210）に廃止す
るに至った事由および審議経過等について、皆さまにお知らせいたしました。
　本組合の短期経理（医療給付）は、平成１４年度から現在においても組合員数の減少や医療
費、拠出金の増加などの要因により全国市町村職員共済組合連合会および国等から財政調整
交付金を受ける対象組合となっており、今後も短期給付財政は一層厳しい状況となることが予
測されます。
　このことから当共済組合として、短期給付制度の安定した運営が確保されるよう適切に対処
する必要に迫られ、各審議を経てやむなく下記の附加給付について下記期日から廃止する方針
（定款の一部変更は後日）を決定いたしましたので、再度お知らせいたします。
　組合員の皆さまには、このような状況をご理解いただき、より一層の医療費の節減にご協力い
ただきますようお願いいたします。

今般「与党高齢者医療制度に関するプロジェクトチーム」において、高齢者医療制度に
ついて以下のとおり取りまとめられ、政府としても実施することとされましたので、その
内容（凍結策）をお知らせします。

平成２０年４月から平成２１年３月までの一年間窓口負担が１割に据え置かれます。
（注１）既に３割負担をご負担いただいている方、後期高齢者医療制度の対象となる一定の障

害認定を受けた方は除きます。
（注２）昨年の制度改正では、７０～７４歳の方の窓口負担については、平成２０年４月から２割

負担に見直されることとされていたものを据え置くものです。

平成２０年４月から９月までの６か月間は無料となり、平成２０年１０月から平成２１年３月までの
６か月間は、頭割保険料額（被保険者均等割）が９割軽減された額となります。
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７０～７４歳の方（注1）の窓口負担について1

後期高齢者医療制度における７５歳以上の被扶養者の保険料について2

７５歳以上の方（注1）で、後期高齢者医療の被保険者になる日の前日（平成２０
年３月３１日または７５歳の誕生日の前日）において被用者保険（注2）の被扶養者
となっている方
（注１）６５～７４歳で一定の障害認定を受けた方を含みます。
（注２）政府管掌健康保険や、企業の健康保険、公務員の共済組合等、いわゆる

「サラリーマン」の健康保険であり、国民健康保険は該当しません。
（注３）昨年の制度改正では、被用者保険の被扶養者の方については、後期高齢

者医療制度の被保険者となった日の属する月から２年間、被保険者均等割
を５割軽減することとされていますが、今回の措置はそれに加えて行うもの
です。

対　象　者

記
★廃止予定の附加給付種別

○入院附加金
組合員が療養（公務に基づく療養を除く。）のため引き続いて７日以上入院し
た場合・１日につき３００円
○結婚手当金
組合員が結婚（届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場
合を含む。）した場合・１件につき３０,０００円

★廃止予定年月日（定款の一部変更施行日）
　平成２０年４月１日
平成２０年３月３１日までの7日以上の入院による入院附加金、同年月日までの婚姻
届出による結婚手当金は給付対象となります。




